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全社共通の取り組み
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2010 年度の削減目標（12％）を既に達成してい
ます。
【今後の取り組みについて】
従来から実施してきたアイドリングストップ、車輌
整備などの活動は継続します。それとともに、CO2
排出量の約 70 ～ 80％を占める発生源である軽油
の使用量に重点を置き、削減活動を進めていきま
す。

 環境負荷低減活動への取り組み

2003年度の取り組み

 地球温暖化防止対策－  二酸化炭素排出量の低減

【全社共通の取り組み】
（1）施工部門における地球環境負荷低減活動
地球温暖化防止対策：

熱 帯 雨 林 の 保 全：

グリーン購入の推進：

循環型社会の構築：

（2）内部管理部門における地球環境負荷低減活動
地球温暖化防止対策：

循環型社会の構築：

天然資源枯渇の低減：
グリーン購入の推進：

内部管理部門の活動結果については「環境負荷低減
活動の総括（目標・計画・実績）」（P12）を参照し
てください。

【事業所独自の取り組み】
当社は支店毎に ISO14001 の認証を取得してい

ます。従って、著しい環境側面の特定段階で、全社
の取り組みを全社の要求事項として受け入れ、支店
の地域性等により特定された著しい環境側面と併せ
て活動しています。
　　●  支　店　＝「全社としての活動」
　　　　　　　　＋「支店独自の活動」
　　●  作業所　＝「全社としての活動」
　　　　　　　　＋「支店独自の活動」
　　　　　　　　＋「作業所独自の活動」

日本の全産業の事業活動の中では、建設業の施
工段階における二酸化炭素（CO2）排出量の影響は
少ないと言われていますが、当社においては、最重
要課題の一つとして位置づけ、活動を継続していま
す。今回より、建設 3団体が発行する「建設業の
環境保全自主行動計画（第 3版）」に基づき、出来
高１億円あたりの CO2 排出量で実績の表示をする
ことに変更しました。CO2 排出量は、軽油、電力、
灯油の使用により発生する量を集計しています。そ
のうち、軽油の使用量については、従来、工事現場
内で使用する重機車輌、運搬車輌が使用する軽油量
のみを対象にしていましたが、それらに加え今回よ
り、工事で掘削した土の工事現場外への搬出および

*1 建設 3団体の自主行動計画：
「建設業の環境保全自主行動計画 第 3 版」、（社）日本建設業団体
連合会、（社）日本土木工業協会、（社）建築業協会、2003 年 2月

熊谷組の環境負荷低減活動は、全社共通の取り組
みと、支店、作業所などの事業所独自の取り組み
に分類されます。全社共通の取り組みは、施工部門
の取り組みと内部管理部門の取り組みに分けられま
す。全社共通の取り組みのうち施工部門の取り組み
は、建設 3団体の自主行動計画 *1に基づき、当社
の従来からの取り組み状況を配慮して、中長期的な
基本方針を定めています。また、年度ごとの行動計
画表に、その年度の具体的な活動内容と目標を定め
ています。

建設廃棄物の運搬に使用した軽油量も対象にしてい
ます。　

【目　標】
建設工事（施工）段階で排出する二酸化炭素量を
1990年を基準として2003年度は 7.8％削減する。
【実　績】
「建設業の環境保全自主行動計画第 3版」に示され
た、建設工事（施工）段階で排出する二酸化炭素
量を 1990 年を基準として 2010 年までに 12％削
減するという目標に従い、当社では、2003 年度
は 7.8%削減を目標として設定しましたが、排出量
の実績は 35.1t-CO2/ 億円（14％の減少）となり、

 熱帯雨林の保全－  熱帯材型枠の削減

日本は木材の世界最大の輸入国ですが、地球環
境の保全のためにも、熱帯雨林を原料とした木材の
使用を抑制しなければなりません。建設工事では、
「生コンを流し込むための型枠」*1の材料として、
熱帯材を用いた合板が使用されてきましたが、この
ような合板に代わる材料（代替材）*2を使用する
など、工法の改善が求められています。

【目　標】
2003 年度の型枠用熱帯材合板の代替率を、土木工
事においては 57.3％、建築工事においては 29.1％
とする。
【実　績】
2003 年度の土木工事全体の代替率は 69.5％であ
り、目標（57.3％）を達成しています。建築工事
全体の実績も 33.7％であり、目標（29.1％）を達
成しています。また、工事の種類ごとにも副次的な
目標を設定しています。土木工事ではダム工事が目
標に達していませんでした。建築工事では、ＲＣ造

（鉄筋コンクリート造の建築物）の工事が、わずか
に目標に達していませんでした。
【今後の取り組みについて】
当社では、「熱帯雨林の保全」の活動として、継続
的に型枠用熱帯材合板の代替率向上に取り組んでき
ましたが、毎年目標を達成し活動の意識は浸透して
一定の成果を上げたと判断し、全社共通の取り組み
としては今年度より取りやめることにしました。今
後は、支店において個別に取り組むこととしました。

*1 生コンを流し込むための型枠：

コンクリートの多くは、生コン工場で所定の強度等となるよう
に配合して練られたものを、生コン車で攪拌しながら工事現場
に運搬され、合板などで所定の位置、寸法に組み立てられた箱（型
枠）の中に流し込まれて、鉄筋とともに固められています。

*2 代  替  材：

代わりとなる材料には、次のようなものがあります。
● 鋼製型枠
● プラスチック型枠
● 複合合板（主に針葉樹を用いた合板です。）
その他、工場で製造されたコンクリート製品（プレキャスト
コンクリート）を使用するなど、型枠を使用しない方法があ
ります。

建設工事で発生する二酸化炭
素を削減する
建設工事で使用する型枠用熱
帯材合板の使用を削減する。
当社指定の施工に関するグリ
ーン調達品目を積極的に購入
する。
建設副産物の最終処分量を削
減する。

事務所の電力使用量を削減す
る。

再生紙の使用率の向上と紙の
使用量の低減をはかる。
事務所の水使用量を低減する。
当社指定の事務用品のグリー
ン調達品目を積極的に購入す
る。
　



備考－１） 全作業所の実績を集計         
備考－２） シールド： 海底、川底、都市の地下の横断トンネルなどで、地下水の流入、地表の沈下などを防止するために、 鉄の円筒を先行してスライドし、中にトンネル本体となる構造物を築造する工法 
ＳＲＣ：  鉄骨・鉄筋コンクリート造の建築物－オフィスビル、高層マンション、スーパーマーケットなど 
Ｒ  Ｃ：  鉄筋コンクリート造の建築物－マンション、学校、病院など　　　　　　Ｓ： 鉄骨の建築物－工場、倉庫、スーパーマーケットなど 
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当社では、建設資材の購入について、グリーン購
入法に基づく「特定調達品目」１）の購入に努めてい
ます。

【目　標】
グリーン購入平均ポイント　50ポイント
（定義は 13ページ脚注参照） 

【実　績】
全作業所に調査したグリーン購入平均ポイントは

95ポイントでした。また、モニタリング調査を実
施し、出来高比率により計算した全社の 2003 年度
の購入実績、提案率、使用率は下表のとおりです。

【今後の取り組みについて】
グリーン購入の推進のための指標として、2003
年度は、「ポイント」を指標として、全作業所を
対象とした活動を展開しましたが、目標を大幅に
上回り最高ポイントに近い実績を達成できました。
2004 年度からは、ポイント制を廃止し、「出来高
に占めるグリーン調達品目購入費の割合」を指標と
して捉え目標を設定し活動を推進することとしま
した。
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 環境負荷低減活動への取り組み

 グリーン購入の推進－  環境物品等の購入の推進

1）特定調達品目：
2000 年 5 月にグリーン購入法「国等の環境物品等の調達の推進等に関
する法律」が制定され、2001 年 3月に「環境物品等の調達の推進に関す
る基本方針」（環境省告示）が示され、「公共工事における特定調達品目」
が指定されています。また、調達の推進のために、毎年、品目の見直し
が行われています。

2）グリーン購入対象品目の適用が可能な量
3）グリーン購入対象品目の適用が可能な量のうち実際に使用
した量

4）提案率（％）＝提案量 / 全数量× 100
5）使用率（％）＝グリーン数量 / 全数量× 100

 循環型社会の構築－  建設廃棄物のリサイクル促進

建設工事から生じる産業廃棄物の排出抑制、リサ
イクルの促進に努めるため、国土交通省は 2002 年
5月に「建設リサイクル推進計画 2002」を策定し
ています。これを受けて、建設3団体が改定した「建
設業の環境保全自主行動計画第 3版」に定められ
た目標値を当社の目標値として設定しています。

【目　標】
2003 年度の「再資源化・縮減率」を 86％とする。

【実　績】
2003 年度の「再資源化・縮減率」は 93.1％（建

設汚泥を除く）となり、目標である 86% を達成
しています。廃棄物の種類別の実績は巻末資料集
（P45）を御覧ください。

【支店、作業所における取り組みの内容】
「再資源化・縮減率」には、産業廃棄物処理業者
の中間処理施設における減量化量、再生利用量が含
まれていますので、作業所では具体的に管理できな
いことになります。従って、当社では 2000 年度よ
り、支店、作業所自らが直接確認して、管理できる「分

【分別率について】
（1）定　義
分別率＝（Ｂ＋Ｃ）／（Ａ＋Ｃ）× 100（％）
Ａ：マニフェストを交付した全排出量（ｍ3）
Ｂ：マニフェスト単品排出量（ｍ3）※リサイクル

しやすいという観点から、コンクリートがら、
アスファルトがら、金属くず、紙くず、木くず、
繊維くず、石膏ボードの数量をカウントしてい
ます。

Ｃ：マニフェストの交付を必要としないダンボー
ル、鉄くずなどの専ら物（もっぱら物）の排出
量、石膏ボードなどの広域認定制度に基づく排
出量、現場内再生利用量、現場内減量化量（ｍ3）
※建設汚泥を対象外とする。

（2）実　績
2003 年度の実績は以下のとおりです。なお、目

標の設定については、前年の実績を踏まえて、支店
の土木、建築工事ごとに、毎年度の目標を定めてい
ます。

別率」を指標として、混合廃棄物の排出抑制に取り
組んでいます。
主な取り組み内容は次のとおりです。
● 作業所における分別排出の促進
● 古紙（段ボールなど）、鉄くずなどの専ら物（も
っぱらぶつ）の分別排出の促進

● コンがら、伐採材等の工事現場内での再生利用
の促進

● 再生利用の広域認定制度（端材のメーカー引取
り制度）の活用

【今後の取り組みについて】
「建設リサイクル推進計画 2002」を受けて自主
行動計画が改訂され、2005 年度の目標が 88％と
なっています。また、併せて混合廃棄物の排出削減
を求めています。従って、この目標に対しての全社
として実績を管理します。また、支店、作業所では「分
別率」を指標とした混合廃棄物の排出削減のための
取り組みを継続します。



達成/未達欄の凡例 
○：目標達成　　　 ×：目標未達 
 －：現状把握中または該当なし 

関 西 支 店  
（四国支店を含む） 

目的（03年度） 
【 土 木 部 門 】  

【 内 部 管 理 部 門 】  

【 建 築 部 門 】  

粉塵発生の低減 
エネルギー（電気）
使用の低減 

作業騒音の低減 

化学物質の放散防止 

環境配慮設計実施
の向上 

前年度：1作業所・月
当り使用量の削減 

（独自評価基準） 

ノンホルムアルデヒド
資材の使用率 

配慮率 

（独自評価基準） 

（独自評価基準） 

配慮率 

作業騒音の低減 

【維持管理項目】  
汚濁水の排出 ・ 汚染土壌の拡散 ・ 掘削等による地下水変
化（事故） ・ 油／有害物質の発生(事故） ・ 建設廃棄物の不
法投棄(事故） ・ 重機による騒音の低減 ・ 残土のリサイクル
率 ・ 交通障害の低減 

【維持管理項目】  
建設機械による騒音の低減 ・ 排ガス対策型建設機械使用の向上  

【維持管理項目】  
建設機械による騒音の低減 ・ 建設機械による振動の低減  

【維持管理項目】  
汚染土壌の拡散 ・ フロンガスの放出（空調機）(事故） ・ 油／
有害物質の発生(事故） ・ 建設廃棄物の不法投棄(事故） ・ 
重機による騒音の低減 ・ 残土のリサイクル率 ・ 交通障害の
低減 

【維持管理項目】  
汚染土壌の適正処理による拡散防止 ・ 油／有害物質の漏
れ（事故） ・ 不法投棄（事故） ・ 汚濁水排水による水質汚濁 
・ 交通障害の低減 ・ 重機騒音の低減 ・ 重機振動の低減    

【維持管理項目】  
汚染土壌の適正処理による拡散防止 ・ 油／有害物質の漏
れ（事故） ・ 不法投棄（事故） ・ 汚濁水排水による水質汚濁 
・ フロンガスの放出(発泡断熱材)(解体) ・ 解体工事時の
PCB使用機器の破損(事故) ・ 解体工事の石綿の発生 ・ 化
学物質の放散（環境ホルモン） ・ 重機振動の低減 ・ 重機騒
音の低減 ・ 交通障害の低減    

環境配慮設計の推
進（LCA） 

目標値（03年度） 実績値 達成/未達 

目的（03年度） 目標値（03年度） 実績値 達成/未達 

90点 
以上 

50％ 
以上 

90点 

該当
なし 

○ 

90点 
以上 90点 ○ 

－ 

事務用品のグリーン購入向上 購入率 

リサイクル率 

83.3％ 
以上 

45％ 
以上 

78.99％ 

38.97％ 紙屑廃棄量の低減 

× 

× 

目的（03年度） 

【維持管理項目】  
スチール缶・アルミ缶リサイク
ル率の向上 

目標値（03年度） 実績値 達成/未達 

2％ 
以上 

80点 
以上 

70％ 
以上 

60.0％ 
以上 

78.1％ 

82点 

71.4％ 

70.6％ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

本 社  目的（03年度） 
【 内 部 管 理 部 門 】  

事務用品のグリー
ン購入の向上 

紙屑廃棄の低減 

＊2003年度までは本社ISO14001
の審査登録はしていませんが、支
店の内部管理部門と同様な取組
みを行なっています。2004年度
中に本社も審査登録を目指して
います。 

目標値（03年度） 実績値 達成/未達 

購入率 

前 年 度 廃 棄 量
92.3ｔの5.0％減 

現状
把握 

88ｔ 57.1ｔ 

97％ － 

○ 

 

 

広 島 支 店  目的（03年度） 
【 土 木 部 門 】  【 建 築 部 門 】  

建設発生土のリサ
イクルの向上 

目標値（03年度） 実績値 達成/未達 
場内外再利用量 
建設発生土発生量 

93％ 
以上 100％ ○ 

環境配慮設計の実
施の向上 環境配慮設計実施率 60％ 以上 100％ ○ 

目的（03年度） 目標値（03年度） 実績値 達成/未達 

 

シックハウス症候
群への配慮 

チェックリストによる環
境配慮建材の使用配慮 100％ 100％ ○ 

環境配慮設計の実
施 環境配慮ポイント 20pt 以上 

20.9 
pt ○ 

 

東 北 支 店  目的（03年度） 
【 土 木 部 門 】  

【 内 部 管 理 部 門 】  

【 建 築 部 門 】  

車輌系建設機械に
よる騒音発生の低
減 

【維持管理項目】  
汚染土壌の適正処理による拡散防止 ・ 廃棄物の不法投棄（
事故）の防止 ・ 土工事／車輌運行による粉塵発生の低減 ・ 
残土発生の低減 ・ 杭打機の振動によるクレーム件数の低減 
・ 交通障害によるクレーム件数の低減 

建設機械による 
排ガス量の低減 

環境配慮設計実施 
の向上 

目標値（03年度） 実績値 達成/未達 

目的（03年度） 目標値（03年度） 実績値 達成/未達 

 
対策型台数 
対象機械台数 

 
対策型台数 
対象機械台数 

対策型台数 
対象機械台数 

配慮率 

91.4％ 
以上 

65％ 
以上 

95.5％ 
以上 

96.3％ 

97.6％ 

該当 
なし 

 
○ 
 

グリーン購買の実
施 

購 入 率  90％ 
以上 

 
92.0％ 

 
○ 
 

 

－ 
 

 

○ 
 

目的（03年度） 

重機の振動低減 

【維持管理項目】  
排気ガスによる大気汚染の低減 ・残土処分量の低減・重機の
騒音の低減 

【維持管理項目】  
廃棄物の適正廃棄 ・ 営業段階における工事施工に伴う汚染
土壌の拡散防止 ・ ガソリン消費量の削減 ・ 灯油使用量の削
減 ・ フロン使用機器の適正廃棄 

環境配慮設計 
実施の向上 

目標値（03年度） 実績値 達成/未達 

配慮率 

チェックシート 
使 用 率 

32.3％ 
以上 

100％ 

70.0％ 

100％ 

 
○ 
 

 
○ 

60％ 62.3％ 
 
○ 

 

 

北 海 道 支 店  
※首都圏支店の集計に含みます。 

九 州 支 店  目的（03年度） 
【 土 木 部 門 】  

【 内 部 管 理 部 門 】  

【 建 築 部 門 】  

建設機械による排
ガス量の低減 

建設機械による騒
音の低減 

工事用電力量の低
減 

【維持管理項目】  
オゾン層破壊の防止 ・ 水質汚濁の防止 ・ 土壌汚染防
止 ・ 廃棄物の不法投棄防止 ・ 重機車輌による振動発
生の抑制 ・ 建設副産物のﾘｻｲｸﾙ率向上 

目標値（03年度） 実績値 達成/未達 

目的（03年度） 目標値（03年度） 実績値 達成/未達 

 
対策型台数 
総機械台数 

場内外再利用 
建築発生土発生量 

住宅系：4品目/1作業所 
非住宅系：3品目/1作業所 

住宅系：18品目/1作業所 
非住宅系：2.5品目/1作業所 

クレーム件数 
総出来高 

電力量の把握 

85.0％ 
以上 

現状
把握 

度数率 
0.13

98.2％ 

0.02

 
○ 
 

事務用備品のグリーン購入
の向上 

紙屑廃棄の低減 

購入率 

廃棄量：前年度値維持 

燃費：前年度値維持 ガソリン使用の低減 

97.0％ 
以上 95.4％ × 

○ 

○ 

3,176.8 
kg以下 

2,981.2 
kg

10.43km/ 
リットル以下 

10.79km/ 
リットル 

 

－ 
 

 

○ 
 

50％ 
以上 

90％ 
以上 

96％ 
以上 

80％ 
以上 92.7％ 

100％ 

50％ 

0

該当 
なし 

7,400 
kwh/億円 

6,699 
kwh/億円 

1,400リットル 
/億円以下 

1,935リットル 
/億円以下 

0.035 
以下 

× 

× 

－ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

目的（03年度） 

建設発生土リサイク
ル率の向上 

建設資材のグリーン
購入の推進 

オートアイドルタイプ
機種の使用向上 

軽油使用量の低減 

化学物質放散の抑
制（環境ホルモン） 
環境配慮設計 
実施の向上 
電波障害クレーム件
数の低減 

クレーム件数 
異計出来高（億円） 

工事用電力量の低
減 
【維持管理項目】  
汚染土壌の適正処理による拡散防止・建設機械類による騒音／振動の低減 フロンガスの
放出防止（事故）・解体工事時のPCB使用機器の破損防止（事故）・解体工事時の石綿の
適正処理の実施・重機（建設機械類）騒音／振動のクレーム件数の低減・粉塵発生の低減 

【維持管理項目】  
 

 

目標値（03年度） 実績値 達成/未達 

配慮率 

軽油使用量 

使用率  

電力消費量（kwh） 
異計出来高（億円） 

ノンホルムアルデヒド資材使
用表面積/延べ施工表面積 

 

5,142,795 
kwh

首 都 圏 支 店  
（北海道・北関東・東関東・横浜支店及び沖縄県含む） 

目的（03年度） 
【 土 木 部 門 】  

【 内 部 管 理 部 門 】  

【 建 築 部 門 】  

環境配慮設計 
（配慮率の向上） 

【維持管理項目】  
重機の騒音低減（プラント、仮設設備）・作業騒音の低減（路
面工事、夜間工事、時間外工事）・作業振動の低減（路面、杭打
抜き）・Nox,Soxの排出対策 ・ 重機の騒音・振動対策 ・ 汚濁
水の排水対策 ・ 粉塵の発生対策 ・ 残土のリサイクル ・ 汚染
土壌の拡散の防止 ・ フロンガスの放出（事故）防止 ・ 油、有
害物質の漏れ（事故）の防止 ・ 産業廃棄物の不法投棄（事
故）防止・KUMAGAIやるぞ活動の継続実施・社外アピールの
実施 

目標値（03年度） 実績値 達成/未達 

目的（03年度） 目標値（03年度） 実績値 達成/未達 

配慮率 75％ 
以上 69％ 

 
× 
 

グリーン購入の向上 グリーン購入率 

リサイクルできない一般廃棄物
の排出量 

一般廃棄物の発生削除 

○ 

○ 

90％以上 92％ 

47.2ｔ 51.7ｔ 
以下 

100％ 100％ 
 
○ 

目的（03年度） 

環境配慮設計実施
率の向上 

実施率 

【維持管理項目】  
重機の騒音対策・作業振動の低減（杭打機、車輌系建設機械）・
粉塵発生の低減（土工事）・Nox,Soxの排出対策 ・ ｴﾈﾙｷﾞ（ー電
気）の消費削減 ・ 汚染土壌の拡散防止 ・ 作業騒音の低減
（ｺﾝｸﾘｰﾄ打設） ・ 汚濁水の排出防止 ・ シックハウス症候群対
策 ・ フロンガスの放出（事故）防止 ・ 油、有害物質の漏れ（事
故）防止 ・ 産業廃棄物・残土の不法投棄の防止（事故）・
KUMAGAIやるぞ活動の継続実施 

【維持管理項目】  
汚染土壌の拡散防止 

目標値（03年度） 実績値 達成/未達 

 

 

 

名 古 屋 支 店  目的（03年度） 
【 土 木 部 門 】  

【 内 部 管 理 部 門 】  

【 建 築 部 門 】  

建設機械による排
ガス量の低減 

対策型台数 
総機械台数 

建設機械による振
動クレームの低減 

建設機械による騒
音クレームの低減 

環境配慮設計実施
の向上 

搬出入車輌による交通
障害クレームの低減 

建設発生土の再利
用 

地球温暖化対策 オートアイ
ドルタイプ機種の使用の向上 

作業騒音（型枠解体/
高速カッター）の低減 

化学物質の拡散防
止（環境ホルモン） 

環境配慮設計実施
の向上 

ノンホルムアルデ
ヒド資材の使用率 

配慮率 

使用率 

リサイクル率 

クレーム件数 

汚濁水排水の低減 仮設沈澱槽の設置率 

【維持管理項目】  
汚染土壌の適正処理による拡散防止 ・ 油／有害物質の漏
れ（事故）による土壌汚染の防止 ・ 廃棄物の不法投棄（事故）
の防止 ・ 粉塵の発生の低減 ・ 残土発生の低減 

目標値（03年度） 実績値 達成/未達 

目的（03年度） 目標値（03年度） 実績値 達成/未達 

クレーム発生率 
1件以下/出来高11.3億円 

クレーム発生率 
1件以下/出来高7.4億円 

クレーム発生率 
1件以下/出来高11.3億円 

61.9％ 
以上 

配慮率 60％ 
以上 

96.1％ 

77.0％ 

0件 

0件 

0件 

42.8％ 

94％ 

74.2％ 

0件 

100％ 

100％ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

事務用品のグリーン購入の
向上 

購入品目率 

使用量：H12年度比削減量 ガソリン使用の低減 

× 

○ 

55.0％ 
以上 

45.3％ 

46％ 2.0％ 
以上 

90％ 
以上 

50％ 
以上 

1件 
以内 

70％ 
以上 

70％ 
以上 

70％ 
以上 

× 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

目的（03年度） 

【維持管理項目】  
汚染土壌の適正処理による拡散防止 ・ 油／有害物質の漏れ
（事故）による土壌汚染の防止 ・ 解体工事時のPCB使用機器
の破損防止（事故） ・ フロンガスの放出（空調機）防止（事故） 
・ 解体工事時の石綿の不適正処理の防止 ・ 不法投棄の防止
（事故） ・ 重機騒音／振動の低減 ・ 交通障害の低減 

【維持管理項目】  
汚染土壌の適正処理による拡散防止 ・ 特
定家庭用機器廃棄物の適正処理 ・ 上水道
使用量の低減 ・ 特定フロンガス漏洩の防止 
・ 紙屑類廃棄量の低減 ・ 再生紙使用促進 

 

目標値（03年度） 実績値 達成/未達 

 

 

 

【 内 部 管 理 部 門 】  
目的（03年度） 目標値（03年度） 実績値 達成/未達 

事務用品のグリーン購入向上 

環境関連物件の受注 

環境関連営業の技術サポートの実施 

重大法違反の防止 

重大法違反の防止 

重大法違反の防止 

安全資機材のエコ商品購入の促進 

事務用エコ商品購入の促進 

環境関連事項の展開 

購入率 

受注件数 

実施件数 

発生件数 

環境関連法規制事項の展開 

産廃処理委託業者の法遵守状況の確認 

安全資機材の展開実施回数 

エコ商品情報の収集実施回数 

各竣工物件毎 

51.9％以上 

1件 

2件 

0件 

2回 

1回 

2回 

2回 

1回 

51.7％以上 

2件以上 

2件以上 

0件 

2回以上 

1回 

2回以上 

2回以上 

1回 

○ 

× 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

北 陸 支 店  目的（03年度） 
【 土 木 部 門 】  【 建 築 部 門 】  

環境配慮設計実施
の向上 

環境配慮設計実施
の向上 

目標値（03年度） 実績値 達成/未達 

配慮率 配慮率 70％ 
以上 

75.0％ ○ 

目的（03年度） 目標値（03年度） 実績値 達成/未達 

 

 

【 内 部 管 理 部 門 】  
目的（03年度） 目標値（03年度） 実績値 達成/未達 

ガソリン使用の低減 使用量：前年度5％減 
（1台あたり） 

グリーン購入金額比率 

267 
リットル以下 

15％ 
以上 

15％ 

254.7 
リットル 

事務用品のグリーン購入促進 

○ 

○ 

【維持管理項目】  
土壌汚染の拡散防止（営業） ・ 
環境配慮開発（営業） 

 

 

70％ 
以上 

80.2％ ○ 

事業所独自の取り組み  

ここでは本社・支店が地域の特

性等を考慮し、独自に取り組んで

いる改善活動（目的・目標の設定

内容とその実績）及び維持管理活

動（目標達成項目で継続的に維持

している活動等）を示します。 

北海道支店 

東北支店 

北陸支店 

本社 

首都圏支店 

名古屋支店 

沖縄 
関西支店 

広島支店 

九州支店 

熊谷組グループ環境報告書  Green Activities 2004 熊谷組グループ環境報告書  Green Activities 2004

環境負荷低減活動への取り組み


